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序　論

新興民主主義が定着するためには，公平で競

争的な選挙が定期的に行われるのみならず，多

数派と少数派に平等な政治的権利が認められる

ことが必要である。少数派権利擁護を促進する

上で，政治的寛容は重要な役割を果たす［Viegas 

2007］。政治的寛容についての既存の実証研究

は，ネオナチやスターリン主義者などの急進的

集団［Peffley and Rohrschneider 2003; Marquart-Pyatt 

and Paxton 2007; Hinckley 2010］，移民や外国人な

どの他国出身者［Weldon 2006; Crepaz and Damron 

2009; Cote and Erickson 2009］に対する寛容を，

寛容の尺度として通常用いてきた。しかし，こ

れらの集団は新興民主主義国ではほとんど見か

けられないし，社会問題としての重要性も低い。

これら諸国で寛容の対象となるもっとも大きな

集団は，民族的少数派である。

新興民主主義国における民族的少数派に対す

る政治的寛容（以下，民族的寛容）やこれに類

する実証研究は，南アフリカ［Gibson 2003; 

Gibson and Gouws 2003; Gibson 2006］や内戦前の

ユ ー ゴ ス ラ ビ ア［Hodson, Sekulic, and Massey 

1994; Massey, Hodson, and Sekuli 1999; Kunovich and 

Hodson 2002］，ルーマニアとブルガリア［McIntosh 

　序論

Ⅰ　民族的多様性と寛容についての議論

Ⅱ　研究設計

Ⅲ　推計結果

　結論

《要　約》

新興民主主義国において，政治的寛容の対象となる最大の集団のひとつは民族的少数派に属する市

民である。欧州でも新興民主主義国では先進民主主義国と異なり，民族的少数派市民の人口比は外国

人人口比よりはるかに大きい。ところで民族的少数派市民は外国人に比べて，民族的多数派に認知さ

れている。このことからすると，民族的少数派市民の人口比が大きければ，個人的接触を促す一方で，

社会的脅威感を呼び起こしにくいため，寛容が高まると考えられる。本稿は欧州の新興民主主義16カ

国についてのユーロバロメーターの個票データと国別マクロデータからなるデータセットを階層線形

モデルで分析した。そして，外国人人口比が政治的寛容を弱めるのに対し，民族的少数派市民の人口

比が政治的寛容を強めるとの結果を得た。
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et al. 1995］などに限られ極めて少ない（注１）。紛

争がほとんどなく，民主化がかなり進んだ（す

なわち公平で競争的な選挙が定着した）状況にお

いて，民族的多様性は民族的寛容を強めるのだ

ろうか，それとも弱めるのだろうか。この問い

を検証するのに有益なのが，少数派差別に関す

るユーロバロメーター（Eurobarometer）調査

（2009年実施）のデータセットである。同調査は，

16カ国もの新興民主主義国における民族的寛容

の分析が可能な公開データベースとしてはほぼ

唯一のものである。世界価値観調査（World 

Values Survey）では社会的寛容（自分と異なる集

団に属する人を隣人として認められるか）を問う

質問はあるものの，民族的少数派に政治的権利

を認めるか（民族的寛容）を問うものはないし，

回答者が民族的多数派かどうかを判別できる質

問もないため，民族的寛容を測ることができな

い。本稿は，上記のデータセットなどを用いて

欧州新興民主主義国における民族的多様性の民

族的寛容への影響を検証した。

欧州の新興民主主義諸国では共産主義体制崩

壊が民族間対立をもたらすことが危惧されたが，

ユーゴスラビアの例を除けば民族紛争は勃発せ

ず，民族間の緊張関係も多民族共存を目指す政

策により緩和された［Barany and Moser 2005］。

しかしそれは必ずしも民族的少数派の権利の尊

重が確立したことを意味しない。これら諸国の

多くで，欧州連合加盟のために実施された民族

的少数派保護のための条約締結や法改正が，国

内の民族的多数派の反発を招いたとの議論もあ

る［Tesser 2003］。また欧州新興民主主義国にお

いて，民族的少数派の比率は国ごとに大きな違

いがある（表１）。このような民族的多様性の

違いは，民族的寛容にどのような影響を与える

のだろうか。表１が示すように，欧州の新興民

主主義国における民族的少数派の国内人口比率

は平均17.2パーセントだが，そのなかで外国人

の占める割合は３分の１にも満たない（国内人

口の5.1パーセント）。残りの約３分の２（国内人

口の12.1パーセント）が自国出身の民族的少数派

（以下，民族的少数派市民）と考えられる。

民族的多様性の寛容に対する影響について既

存研究は，近所範囲での外国人人口比の高さは

脅威効果よりも接触効果を促進することで寛容

を強めるが，それ以上の範囲での外国人人口比

の高さは接触効果よりも脅威効果を助長するこ

とで寛容を弱めることが一般的傾向であること

を示している［Oliver and Wong 2003; Oliver and 

Meldelberg 2000; Semyonov et al. 2004; Wagner et al. 

2006; Stein, Post, and Allison 2000; Dixon 2006］。 近

所以上の範囲において脅威効果が接触効果に勝

る大きな理由は，多数派が外集団を犯罪，文化

的差異，雇用競争などに結びつけること（ステ

レオタイプ化）で脅威感が生まれることである

が［Quillian and Pager 2001; 2010; Drakulich 2012; 

Zarate et al. 2004; Fitzgerald, Curtis, and Corliss 2012］，

民族的少数派市民は外国人に比べると民族的多

数派からより認知され，社会にも統合されてい

る。そのため，民族的少数派市民の人口比は，

外国人の人口比に比べて，脅威効果が弱く接触

効果が強く，したがって民族的寛容を促進する

と考えられる。本稿は分析の結果，民族的少数

派市民の人口比が大きいと寛容が強まるのに対

し，外国人人口比が大きいと寛容が弱まること

を見出した。本稿の構成は以下の通りである。

まず第Ⅰ節で寛容のマクロレベルでの規定要因

についての議論を整理統合して作業仮説を提示

する。次に第Ⅱ節でデータセットと階層線形モ



38

デル（Hierarchical Linear Model）に依拠する推計

モデルを説明する。第Ⅲ節で推計結果を解説し，

最後にその結果を解釈するとともに，その含意

を議論する。

Ⅰ　民族的多様性と寛容についての議論

本節は民族的多様性が民族的寛容に与える効

果についての最近の研究を概観し，本稿で検証

する作業仮説を提示する。まず寛容を定義する

必要がある。寛容，とくに政治的寛容は，賛同

しがたい考えや集団に対して我慢すること

［Gibson 2007, 410］と概念的に定義される。その

度合いは，自分がもっとも好まない集団に対し

てどの程度の市民的権利を認める意思があるか

により通常測られる。寛容の対象としてもっと

も好まない集団をあえて想定するのは，概念的

定義にある「非賛同の前提」を満たすためであ

る（注２）。ただし，「非賛同の前提」を明示的に

適用して寛容を測定すると，標本における「寛

容」の度合いが過小評価され，正しく測定でき

ないことが懸念される。多くの人は，民族的少

数派の国民に対して仮に不快感を抱いていたと

しても，それをあえて表明しないだろうと見込

まれるからである。そのような状況では，「非

賛同の前提」を課さずに外集団（out-group）寛

容としての民族的寛容を測るのが現実的である

（たとえば Gibson［2006］）。本稿も民族的寛容の

表１　欧州新興民主主義諸国における民族的少数派と外国人の国内人口比率（%）

国

（A）

民族的少数派	

（B）

外国人

（A）の出所

２次資料 １次資料 基準年

ポルトガル

ポーランド

ハンガリー

ギリシャ

スロヴェニア

スロヴァキア

ルーマニア

リトアニア

チェコ

トルコ

クロアチア

ブルガリア

スペイン

マケドニア

エストニア

ラトヴィア

2.4	

3.3	

7.7	

7.0	

16.9	

14.2	

10.5	

16.0	

9.6	

27.5	

10.4	

16.1	

25.6	

35.8	

31.3	

40.7	

4.2	

0.1	

1.9	

8.3	

3.5	

1.0	

0.1	

1.2	

3.9	

0.1	

0.8	

0.3	

12.3	

0.2	

16.0	

17.9	

Alesina	et	al.	（2010）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

Alesina	et	al.	（2010）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

CIA	（2012）

Levinson（1998）

国勢調査

国勢調査

国勢調査

国勢調査

国勢調査

国勢調査

国勢調査

国勢調査

CIA推計値

国勢調査

国勢調査

EB	（2001）

国勢調査

国勢調査

国勢調査

1998

2002

2001

2001

2002

2001

2002

2009

2001

2008

2001

2001

1991

2002

2008

2009

平均 17.2	 5.1	

（出所）民族的少数派は表中「（A）の出所」参照（EB=Encyclopaedia	Britannica）。外国人は European	

Comission［2012］，Republic	of	Croatia［2011］，United	Nations［2006］より筆者作成。詳しくは第Ⅱ

節参照。
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尺度として，外集団である民族への寛容を用い

た。

また寛容としばしば並行して論じられるのは

偏見であるが，概念上は以下のように区別され

る。偏見は，とくに否定的民族的偏見という意

味で用いられ，特定の集団（に属する個人）に

関する誤ったあるいは固定的な一般化と定義さ

れる［Allport 1954/1988, 9］。（民族的）寛容は，

偏見の有無とは理論的には無関係だが，実際に

は偏見が強いと寛容性が弱まることが広くみら

れる。そのため，偏見研究と寛容研究の接合面

は広い。これらの相違点と類似点を考慮しつつ，

本節での議論では，寛容に加えて偏見について

の研究成果で寛容の分析と論理を共有するもの

も対象に含めた。

１．規則性：近所を超える範囲での民族的多

様性は非寛容を助長する

民族的多様性が民族的寛容に与える影響は二

重の効果を伴うために複雑である。一方で，民

族が多様だと多数派と少数派の間の接触が頻繁

になる。個人レベルでの接触は寛容を強めるこ

と（以下，接触効果）が広く知られている。他方，

かなりの規模の少数派が存在すると，それが社

会に対する脅威であるとの認識が多数派のなか

に広がり，寛容が弱まりやすい（以下，脅威効

果。接触効果と脅威効果について詳しくは，第Ⅱ

節４項の個人レベルでの独立変数についての説明

参照）。ドイツでの外国人に対する偏見につい

ての分析でも，郡レベルでの外国人比率が高い

ほど接触効果と脅威効果がともに強まるものの，

同比率の偏見への直接的効果はほとんどないこ

とがわかった［Pettigrew and Tropp 2011, 196-200］。

民族的多様性はこのように接触と脅威感をと

もに増す働きをするものの，その寛容に対する

純効果は一定でなく，どちらの効果がより強く

なるかは状況に依存する。近年の研究からは，

近所範囲での民族的多様性（多くの場合，外集

団の人口比率で測られる）は脅威効果よりも接

触効果を促進することで寛容を強めるが，それ

以上の範囲での民族的多様性は接触効果よりも

脅威効果を助長することで寛容を弱めることが

わかってきた［Oliver and Wong 2003; Oliver and 

Meldelberg 2000; Semyonov et al. 2004; Wagner et al. 

2006; Stein, Post, and Allison 2000; Dixon 2006］。 こ

のような違いが生じる大きな理由は，民族的多

様性を非寛容につなげる要因である社会的脅威

感が，国内レベルの政治的言説に起因している

ことが多いからである［Wagner et al. 2006, 387］。

２．変則性：集団と国による差異

ただし，近所範囲を超える地理的単位でも常

に脅威効果が接触効果に勝るとは限らない。

Dixon［2006］によれば，都市や郡などの単位

において，白人の黒人に対する偏見には脅威効

果（具体的には外集団〈＝黒人〉人口比率が高い

ほど偏見が強まる傾向）が認められたが，同じ

白人のヒスパニックとアジア人への偏見には脅

威効果が認められなかった。旧ユーゴスラビア

でも，共和国別の民族的多数派の人口比は寛容

水準と負の関係にあった［Hodson, Sekulic, and 

Massey 1994］。多数派人口が少数派人口と反比

例していることからすれば，これは民族的少数

派市民の総人口比が寛容に正の効果を及ぼすこ

との証左である。以下に挙げる民族ステレオタ

イプについての先行研究の成果を考慮すると，

そこで重要となるのは多数派が外集団を犯罪，

文化的差異，雇用競争などに結びつけるかどう
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かであるように思われる［Green 2009, 43-44］。

そうした結びつきがあれば脅威効果が接触効果

に勝るが，そうでない場合には脅威効果が生じ

るとは限らないかもしれない。民族ステレオタ

イプについての研究によれば，白人はヒスパ

ニックよりも黒人から犯罪を想起している

［Quillian and Pager 2001; Quillian and Pager 2010; 

Drakulich 2012］（注３）。ドイツについてのパネル

データ分析も，移民に対して抱く不安感は，

（経済的不安にもまして）犯罪についての不安に

起因することを示している［Fitzgerald, Curtis, 

Carliss 2012］。欧州の民族的少数派市民につい

ても，雇用競争が民族的多数派の脅威感を強め

ることは充分ありうるものの［Kunovich and 

Hodson 2002］，犯罪や文化的差異を理由とする

脅威感は，外国人に対するほどは感じられない

はずである。

また，国内の寛容水準の（近所範囲を超える

地理的単位での）違いを説明する上で脅威効果

は接触効果に勝るものの，寛容の国ごとの違い

を説明する上でも脅威効果が接触効果を上回る

という横断的分析知見はほとんどみられない。

西欧では国別の外国人比率が高いと，外国人に

対する脅威感が強くなるものの［McLaren 2003; 

Schneider 2008］，外国人排外意識は高くならな

かった［McLaren 2003］。その理由は McLaren

［2003］が指摘するように，脅威感を排外意識

や寛容性に媒介する政治社会制度の違いに求め

られよう。このように，民族的少数派の人口比

が多数派の寛容に与える影響を検証するために

は，民族少数派の種類や他の国別変数を考慮に

入れる必要がある。国別変数については次節で

詳しく論じる。

３．仮説

以上で論じたように，欧州において外国人は

犯罪，文化，雇用の点で多数派への脅威を生む

が，民族的少数派市民が左記の３点（なかでも

犯罪と文化）で多数派に感じさせる脅威感はよ

り小さいはずである。そのため民族的少数派市

民は外国人に比べて，否定的ステレオタイプ化

になじみにくく，近所以上の範囲での脅威効果

は弱いと考えられる。民族的多数派にしても，

民族的少数派市民に政治的権利を認める法的，

倫理的理由は，外国人に政治的権利を認める理

由よりも強い。そこで本稿は，（多様な個人別，

国別変数を制御すれば）民族的少数派市民の人

口比は，外国人の人口比に比べて，民族的寛容

を促進する効果が大きいという仮説を立て，計

量分析を用いて検証することを試みる。前掲の

Hodson, Sekulic, and Massey［1994］の知見も，

民族的少数派市民の人口比が大きいほど，民族

的寛容が高くなることを示している。

Ⅱ　研究設計

本研究は，偏見や他のテーマを扱ったユーロ

バロメーター調査の個人別データと国別のデー

タを組み合わせたデータセットを階層線形モデ

ルで分析する。従属変数は，国の最高の政治的

役職に少数派民族が選任されることに対する多

数派民族の態度である。主要な独立変数は，国

の全人口に占める少数派民族人口と外国人人口

のそれぞれの比率である。他の独立変数は，寛

容研究で通常用いられる個人別，国別の変数で

ある。
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１．データ出所

個人別のデータは，偏見を含む多様なテーマ

を含むユーロバロメーター調査71.2（2009年５

～ ６ 月 実 施 ） の デ ー タ セ ッ ト［European 

Commission 2012］から新興民主主義国16カ国の

市民についてのデータを以下の手続きに従って

抽出したもの（N=14353）である。同データセッ

トのなかでもとくに，標準項目（QA），偏見

（QE），人口動態（D）という変数群からデータ

を選んだ。国別のデータの主な出所は，CIA

［2012］，Ales ina  e t  a l .  ［2010］，European 

Commission［2012］などである。記述統計量は

表２に示した。

２．標本

標本は，欧州新興民主主義国に在住する，ど

の民族的少数派にも属さない個人から成る。ま

ず新興民主主義国とは，1970年代半ばに始まっ

た世界的民主化の第三の波［Huntington 1991］

の間，およびそれ以降に民主化した国と定義し

た。この定義に該当する国は，ユーロバロメー

ター調査71.2対象国の中に17カ国あるが，その

うちキプロスは標本から外した。1974年の内戦

に軍事介入したトルコ軍がキプロス北部を占領，

停戦ラインは国連平和維持軍の監視下にあると

はいえ，この状態が同国の民族多数派（ギリシ

ャ系キプロス人）の民族少数派（トルコ系キプロ

ス人）に対する非寛容を高めているという特異

な状況があるためである。次に，どの民族的少

数派にも属さない市民とは，ユーロバロメー

ターの質問 QE17，「あなたの住むところで，

あなたは自分自身が以下のどれかに属するとお

考えですか？……：民族的少数派，宗教的少数

派，性的少数派，障害の点で少数派，どれでも

ない（自発的回答），他の種類の少数派（自発的

回答，要特定），わからない」との問いに対し，

民族的少数派，他の種類の少数派，または「わ

からない」と答えた人を除く（他方で宗教的少

数派，性的少数派，または障害の点で少数派と答

えた人を含む）１万4353人で，回答者総計１万

6204人の88.6パーセントに該当した。

３．従属変数

従属変数は，「人口の多数派と異なる民族出

身者が，わが国の最高の政治的役職に就くこと

をどのように感じるかを，１から10までの尺度

でお聞かせください」（１が「とても不快〈very 

uncomfortable〉」，10が「全く気にならない〈very 

comfortable〉」）という問い（QE6.1）に対する回

答を，１から５に再コード化した，５つの値を

取る変数である。原データは両極の頻度が高い

非正規分布だったため，１はそのままに，２，

３，４を２に，５，６を３に，７，８，９を４

に，そして10を５に，それ以外の「どちらとも

言えない」および「わからない」を欠損値に再

コード化したところ，正規分布の形状を示した。

本来であれば，民族的寛容はいくつかの指標で

測られるべきであり，単一の指標に頼る変数は

その妥当性（validity）を問われかねない。その

ような事態を避けるためには，民族的少数派の

就業機会確保のための配慮についての質問

（QE7.1）：「すべての人の就業機会を均等にする

ために特別の措置，たとえば民族的出自を配慮

した特別の研修枠組や採用方法を講じることに

賛成ですか反対ですか」を単独ないし QE6.1と

合成して従属変数に使うことも考えられたが，

この質問は民族的少数派への寛容よりも労働市

場への介入の是非についての見解を反映してい
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ると思われる。事実，QE7.1の民族的少数派の

就業機会確保のための配慮についての質問と，

性別（QE7.2），性的傾向（QE7.3），年齢（QE7.4），

宗教（QE7.5），障害（QE7.6）の上での少数派の

就業機会確保のための配慮についての質問との

相関関係を調べたところ，スピアマン順位相関

係数はいずれも0.6を超えていた。これに対し，

QE6.1と QE7.1の間のスピアマン順位相関係数

は0.20（p<0.001）にすぎなかった。そのため，

本稿では QE7.1は民族的寛容の指標にふさわし

くないと判断した。

４．個人別の独立変数

寛容研究では一般に，個人別の変数として接

触，脅威感，競合，教育などの変数が特に重要

であることが確認されているが（注４），これらに

加えて，都市居住，性別，年齢，政治イデオロ

ギー，社会経済的地位をも独立変数に含めた。

後者の５変数は制御変数としての意味合いをも

つ。

【接触】接触が寛容を高めるという議論は，

あいさつ程度の接触からより交流的な接触まで

あらゆる接触が民族集団に対する偏見を減らす

という Allport［1954/1988, 261-282］の考えに

もっぱら依拠している。接触の寛容効果は，人

種統合型・隔離型の住居 ［Deutsch and Collins 

1951］， 住 居 間 距 離［Wilner, Walkley, and Cook 

1955］，共同体間交流［Persell, Green, and Gurevich 

2001］，外国人との友人関係［McLaren 2003］，

民族間接触［Gibson 2006］などを接触の尺度操

作変数として実証されてきた。寛容的な人は外

集団と頻繁に接触するという逆の因果関係も確

かに考えられるが，Pettigrew and Tropp［2006］

の（多くの先行知見を統計的に再分析した）メタ

分析によれば，接触の対寛容効果が，寛容の対

接触効果にはるかに勝っていた。

表２　記述統計量

観察数 平均 標準誤差 最小値 最大値

民族的寛容

接触

脅威感

競合

教育

政治的イデオロギー

性別

年齢

都市居住

社会経済的地位

民族的少数派人口パーセンテージ

外国人人口パーセンテージ（対数）

民主主義期間

民主主義水準

１人当たり実質GDP（1,000ユーロ）

12,788

14,353

14,353

14,353

14,036

12,823

14,353

14,353

14,250

13,912

16

16

16

16

16

3.1

0.55

3.37

2.88

2.02

3.06

0.57

46.68

1.92

5.1

17.19

0.39

19.56

6.53

9.41

1.34

0.5

0.95

1.29

0.73

1.05

0.49

18.3

0.83

1.65

11.67

1.75

7.8

0.69

5.23

1

0

1

1

0

1

0

15

1

1

2.38

−2.07

7

5

2.70

5

1

5

5

3

5

1

98

3

10

40.7

2.88

34

7

20.70

（出所）筆者作成。	
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本稿では接触に関するダミー変数を作成し，

「あなたには，民族的少数派に属する友人ない

し知り合いがいますか」という問い（QE16）へ

の回答である「はい」に１，「わからない」と

「いいえ」に０の値を割り当てた。「わからな

い」の回答が6831（同質問への全回答の44.6パー

セント）もある一方で，「いいえ」の回答が112

（同0.7パーセント）しかなかったため，すべて

の回答を「はい」とそれ以外のものに分けるこ

とにした。他の質問項目で「わからない」の回

答がこれほど多いものはないことからすると，

本質問での「わからない」回答の多さは，民族

的差異が実際には見極めにくいことからきてい

るものと思われる。

【脅威感】特定の集団が（自分という個人では

なく）社会に脅威を及ぼしているという認識は，

寛容を非常に強く規定している［Gibson and 

Gouws 2003; Huddy et al. 2005; Marcus et al. 1995; 

Marcus et al. 2005; Lavine, Milton, and Freitas 2005; 

Davis and Silver 2004; McIntosh et al. 1995］。民族的

少数派に対する脅威感を直接測る質問項目は

ユーロバロメーターのデータセットに存在しな

かったため，文化，宗教，民族を異にする住民

の間の関係についての質問に対する回答を，脅

威感の間接的な尺度として用いた。すなわち

「わが国における，文化的・宗教的出身や民族

を異にする人々の間の関係……をどのように考

えますか？」という問い（QA2.6）への回答で

ある「とても良い」，「わりと良い」，「わからな

い」，「わりと悪い」，「とても悪い」に，それぞ

れ１，２，３，４，５の値を与えた。「わから

ない」という回答の扱いとしては，欠損値扱い

にする方法もあるが，これは「わからない」と

いう回答を含む観察事例全体が削除されること

により標本の代表性が歪められるという代償を

伴う。それよりも「わからない」に「はい」と

「いいえ」の間の中間値を与えて観察数を維持

し標本の代表性を維持するほうが，データ情報

量の損失は少ないと考えた（注５）。なお，「わか

らない」に中間値を与える上述の方法は，次の

「競合」変数についても適用した。

【競合】脅威感と同様の理由ではあるがより

限定的状況，すなわち雇用と希少資源をめぐる

多数派と台頭しつつある少数派の間の競合があ

ると，多数派は非寛容になることがアメリカの

都市［Olzak 1992］や旧ユーゴスラビア［Kunovich 

and Hodson 2002; Slack and Doyon 2001］の事例で

検証されている。本データセットでは，雇用を

めぐる競合についての認識を，「あなたの雇用

状況……をどのように考えますか？」という質

問（QA2.12）への回答を用いて測った。その

コード化方法は，脅威感のそれと同じである。

【教育】多くの研究は教育（水準）を制御変

数 と し て 用 い て い る。Stouffer［1955］ や

Allport［1954/1988］以来，教育水準が高い人間

は寛容であることが多くの研究により実証され

てきたからである。教育は知識と情報を増やし，

認識能力を高め，普遍的価値規範を広めること

により民族的偏見を減らすと考えられる

［Coenders and Scheepers 2003, 317; Hagendoorn 1999］。

本稿では教育変数を，回答者の正規の修学期間

が終了したときの年齢とし，それを４つ（正規

修学なし，15歳以下，16～19歳，20歳以上）に

コード化して，それぞれに１，２，３，４の値

を与えた。　

【他の変数】これ以外の個人別の独立変数は，

寛容研究ではあまり一貫した効果を示していな

いが，新興民主主義の民族的寛容については特
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別の効果を示すかもしれないので分析に含めた。

都市居住変数では，農村，中小都市，大都市に

それぞれ１，２，３の値を割り当てた。性別変

数では，女性を１，男性を０とした。年齢変数

では，実年齢を値としてそのまま割り当てた。

政治イデオロギーでは，10点尺度の原データで

はもっとも左派が１，もっとも右派が10だった。

ただしこれ以外の「回答拒否」（11.0パーセント）

と「わからない」（15.0パーセント）は合わせて

全体の４分の１にも達していていた。そのため，

「回答拒否」は欠損値として扱ったものの，「わ

からない」を標本に含めるために元の10点尺度

を（連続する２つのデータポイントをひとつにま

とめた）５点尺度に再コード化した。そして

もっとも左派に１，もっとも右派に５の値を割

り当てた上で，「わからない」に３の値（央値）

を与えた。「わからない」という回答者の従属

変数（１から５までの値で民族的寛容を示したも

の）の平均値は2.88で，これは政治イデオロ

ギー５点尺度の中で３の場合の従属変数平均値

（2.93）にもっとも近かったことから，この割り

当ては妥当と判断した。社会経済的地位につい

ては，自己の社会における地位の認識について

の質問（D61）への回答を基に，最低の１から

最高の10までの値を割り当てた。

５．国別変数

国別変数は，民族的少数派人口比，外国人人

口比，民主主義期間と水準，１人当たり実質

GDPである。なお，連邦制が政治的寛容を促

進するという議論と［Peffley and Rohrschneider 

2003］，民族対立を助長するという議論がある

が［Brancati 2006; 2008; 2009; Hale 2004; 2008］，本

稿の標本では Watts［1999］の連邦制指標によ

ると連邦国家がひとつ（スペイン），連邦国家

と単一制国家の中間体（ポルトガル）がひとつ

しかなく，残りの14カ国はすべて一元国家であ

る。連邦制変数を導入したとしても，それは連

邦制の効果というよりはスペインとポルトガル

のみに存在する何らかの要因の効果を測ること

になるため，本稿で連邦制の効果を推計するの

は適当でないと判断した。

【民族的少数派と外国人】民族的少数派と外

国人の国別全人口比率は，表１に示した。まず

民族的少数派人口比は，国内人口に占める全民

族的少数派の人口パーセンテージで測った。出

所は，全16カ国のうち14カ国については CIA

［2012］である。その14カ国のうち13カ国は最

新の国勢調査，残りの１カ国は推計値に依拠し

ている。CIA［2012］に報告がない残りの２カ

国 は Alesina et al.［2010］（ そ の 原 出 所 は

Encyclopaedia Britannica［2001］と Levinson［1998］）

である。これらのデータは，該当国の国籍をも

つ民族的少数派（民族的少数派市民）と該当国

の国籍をもたない民族的少数派（外国人）の両

方を含んでいる。そのため，後者の影響を，以

下に示す外国人人口比という変数を用いること

により制御し，実質的に民族的少数派市民の人

口比の効果を推計することにした。

外国人人口比は，2009年の国内人口に占める

外国人人口パーセンテージの対数とした。出所

は European Commission［2012］である。外国

人パーセンテージが小数点以下の国が全体の３

分の１（６カ国）もあるため，対数を取ること

で小さい値の間の差異をより大きく反映させる

ことができる。ただし，クロアチアについては

2009年データが報告されていないため，直近の

2008年のデータを用いた。またマケドニアの外
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国人人口統計は，European Comission［2012］

から入手できなかったので，マケドニアをも含

む2005年の各国外国出生人口統計［United 

Nations 2006］から以下の方法で推計した。まず

マケドニアと同じく旧ユーゴスラビア出身者が

多いクロアチアの外国出生人口比率（14.5パー

セント）の外国人人口比率2005年推計値（0.6

パーセント）（注６）に対する割合（36.3パーセント）

を算出して，その割合でマケドニアの外国出生

人口比率（6.0パーセント）を割ることにより，

2005年時点でのマケドニアの外国人人口比率を

0.2パーセントと推計した（注７）。これは，著者が

2011年11月に在欧マケドニア外交官への電話に

よる聞き取りで得た「0.1パーセント程度」と

の推測値にもかなり近い。

【民主主義】民主主義の効果はその期間と水

準で測った。まず期間についてみると，民主化

してからの年数は，先進・新興民主主義を含む

標本については（政治的）寛容を高めるとの報

告 が あ る 一 方［Peffley and Rohrschneider 2003; 

Viegas 2007］，新興民主主義国のみの標本では

（社会的）寛容（注８）に対してはその効果は，より

単純なモデルでは統計的有意性を欠き，最終モ

デルでは負，すなわち理論的予想とは逆だった

［Kirchner, Freitag, and Rapp 2011］。また，先進・

新興民主主義を含む標本であっても，民族的寛

容（前述の通り，民族的少数派に対する政治的寛

容）については，民主化してからの年数の効果

は認められないとする結果もある［Janmaat and 

Mons 2009］。このような知見からすると，本稿

のように新興民主主義のみを標本とし，民族的

少数派への政治的寛容を扱う分析では，民主主

義の期間のみならず民主主義水準の効果も考慮

に入れるべきと考えられる。

民主主義期間についてのデータは Marshall, 

Gurr, and Jaggers［2011］から得た。そこでは直

近の体制転換（Polity2000での POLITY スコアが

３年以内に３以上改善した場合と定義）ないし体

制移行期間（安定的政治制度の欠如と定義（注９））

終了からの年数と定義されている［Marshall, 

Gurr, and Jaggers 2010, 17］。民主主義水準につい

てのデータは，Freedom House［2011］から得

た2009年時点での Fredom House スコア（１が

もっとも自由，７がもっとも非自由）を，１が

もっとも非自由，７がもっとも自由に逆転させ

たものである。

【１人当たり実質 GDP】経済発展水準の効果

は，先進 ･新興民主主義における政治的寛容に

は認められない［Peffley and Rohrschneider 2003］，

新興民主主義国の社会的寛容には認められる

［Kirchner, Freitag, and Rapp 2011］との知見がある。

本稿では Kirchner, Freitag, and Rapp［2011］の

知見が新興民主主義国の民族的寛容についても

妥当するかを確認するために2009年の１人当た

り実質 GDP（2005年値換算）を独立変数として

モデルに入れた。出所は European Commission

［2012］である。また民主主義の期間または水

準が経済発展水準と密接に関係している可能性

もある。そのような場合，１人当たり実質

GDPは民主主義の効果から経済発展水準の効

果を分離する役割を果たす。

６．推計方法

推計モデルとしては，階層線形モデルを用い

る（注10）。データセットに異なる集約単位（たと

えば個人単位と国単位）が存在するにもかかわ

らず集約単位の違いを無視して回帰分析を行う

と，より大きな集約単位の標準誤差を過小に推
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計することになる。階層線形モデルは集約単位

の違いを反映して標準誤差を正しく推計する

［Raudenbush and Bryk 2002, 100］。本稿の分析での，

交差項を含まない最終モデル（モデル９）は以

下の式１である。

TOLij =a + b1*(CONTACTij) + b2*(THREATij) + 

b3*(COMPETij) + b4*(EDUij) + b5*(LRij) + 

b6*(GENDERij) + b7*(AGEij) + b8*(URBANij) + 

b9*(SESij) + b10*(MINORITYj) + b11*(FOREIGNj) 

+ b12*(DEMOCLj) + b13*(GDPj) + uj +eij   （式１）

ここで i番目（i = 1, …, m）の個人は j番目（ j  

= 1,…, n ）の国に入れ子状に存在する。TOLij は

民族的寛容，CONTACTij, THREATij, COMPETij, 

EDUij, LRij, GENDERij, AGEij, URBANij, SESij はそ

れぞれ，接触，脅威感，競合，教育，政治イデ

オロギー，性別，年齢，都市居住，社会経済的

地 位 と い う 個 人 別 の 変 数，MINORITYj, 

FOREIGNj,  DEMOCLj, GDPj はそれぞれ，民族

的少数派人口比，外国人人口比，民主主義水準，

１人当たり実質 GDPという国単位の変数，a 

は切片，bk は k個の推計された係数，uj は国単

位での誤差項，eij は個人単位での誤差項である。

なお，民主主義期間（DEMOCDj）も独立変数

として分析したが，統計的有意水準に達しな

かったため，最終モデルからは落としてある。

ところで本稿の従属変数 TOLij は順序変数であ

るため（人口の多数派と異なる民族出身者が，わ

が国の最高の政治的役職に就くことへの態度を，

もっとも否定的態度を１，もっとも肯定的態度を5

とする５つの整数で表してある），各値の間の距

離が同じであるという線形モデルの理論的前提

を満たしていないが，順序変数でも本稿の場合

のようにカテゴリーが５つ以上ある場合は線型

モデルが用いられるのが一般的である［Newsom 

2012, 144］。

ただし，分析結果をより頑強にするため，従

属変数を順序変数として扱う推計をも行った。

階層線形モデルにおいて従属変数を順序変数と

して扱うモデル（一般的階層線型モデル）はある。

ただしそのためにはオッズ比例前提（独立変数

の１単位の変化が従属変数に与える確率的変化は，

従属変数のどの順序カテゴリーについても同じで

あるという前提）を満たす必要がある。本稿の

データでは同前提を満たしていなかったので，

（階層モデルではないものの）オッズ比例前提を

課さない一般順序ロジット・モデル（generalized 

ordered logit model）を（データの階層性を反映し

つつ）用いた分析を行った（注11）。一般順序ロ

ジット・モデルは，単純化して言うと，従属変

数の r個の（順位値が高いものから低いものに並

べた）順序カテゴリーのうち「k番目のカテゴ

リーが起きる確率」に対する「k+1番目以上の

カテゴリーが起きる確率」の比率（オッズ）に

及ぼす独立変数の効果を，kごとに（すなわち

合計 r-1回）推計するものである。上記式１に

対応する一般順序ロジット・モデルは以下の式

２である（注12）。

ln［Prob (TOLij >k)/ Prob (TOLij ≦k)］= a + 

b1*(CONTACTij) + b2*(THREATij) + 

b3*(COMPETij) + b4*(EDUij) + b5*(LRij) + 

b6*(GENDERij) + b7*(AGEij) + b8*(URBANij)+ 

b9*(SESij) + b10*(MINORITYj) + b11*(FOREIGNj) 

+ b12*(DEMOCLj) + b13*(GDPj) + ujk　     （式２）

こ こ で， 左 辺 の ln［Prob (TOLij >k)/ Prob 

(TOLij ≦ k)］は，TOLijの順序カテゴリーが k+1

番目以上となる確率がそれ以外の確率（TOLij

の順序カテゴリーが k番目以下になる確率）の何

倍に当たるかを示す比率（オッズ）を対数化し
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たもの（ロジット）である。k = 1, …, r-1で，r

は従属変数 TOLの順序カテゴリー数（本稿では

r＝5）である。この式が意味するのは，たとえ

ば kが３だとすると，民族的寛容の度合が4以

上になるオッズ（の対数）を，右辺の独立変数

が規定していることを表す。

「民族的少数派市民の人口比は，外国人の人

口比よりも，民族的寛容を促進する効果が大き

い」という本稿の仮説が支持されるための条件

は，民族的寛容に対して，⑴民族的少数派市民

人口比率が正の効果を，外国人人口比率が負の

効果を及ぼす，⑵民族的少数派市民人口比率が

有意な効果を及ぼさず，外国人人口比率が負の

効果を及ぼす，⑶民族的少数派市民人口比率が

正の効果を及ぼし，外国人人口比率が有意な効

果を及ぼさない，のうちいずれかである。なお，

３つの条件のうち，相対的に⑴が厳しく，⑵と

⑶が緩いので，それぞれの条件が満たされた場

合に仮説を支持する強さも，相対的に⑴が大き

く，⑵と⑶が小さい。前述のとおり，民族的少

数派市民を直接測ったデータは無いが，民族的

少数派人口比率変数と外国人人口比率を同時に

推計モデルに投入することにより，実質的に民

族的少数派市民人口比率と外国人人口比率の従

属変数への効果を推計し，上記の３つの条件の

いずれかを満たしているかを検証した。

Ⅲ　推計結果

階層線形モデルによる分析の結果は表３に示

した。モデル1は個人別変数と国別ダミー変数

のみを含む基本モデルである。既存研究におい

て寛容を規定するとされる個人別の５つの主要

変数はいずれも統計的に有意な予想通りの効果

を及ぼしていることが確認できる。また，個人

別の制御変数では，政治イデオロギーで右派よ

りも左派が寛容的，男性よりも女性が寛容的，

社会経済的地位が高いほど寛容的であることが

読み取れる。この基本モデルに国別変数をひと

つずつ入れて各変数単独の効果を確認した上で，

すべての有意な変数を入れた（ただし交差項を

含まない）最終モデル（モデル９），およびすべ

ての有意な変数と交差項を入れた最終モデル

（モデル10）を構築した。各モデルの説明力（説

明された分散パーセンテージ）は，基本モデル

（モデル１）に比べて分散成分がどの程度減少

したかを尺度として，式３のように求められる。

モデル nの説明力＝（モデル１の分散成分−モ

デルnの分散成分）/モデル１の分散成分 （式３）

まず国別変数として民族的少数派変数のみ

（モデル２），外国人変数のみ（モデル３）を入

れても，民族的少数派変数と外国人変数を同時

に入れても（モデル４），どちらの変数も有意

な効果を及ぼさなかった。次に，民族的少数派

変数と外国人変数が作用する国別状況の違いを

制御するために，他の国別変数を順次，モデル

４に追加投入した。その初めとして，モデル５

で民主主義期間を投入したが，いずれの変数も

有意にならなかった。しかしモデル６で民主主

義水準を投入すると，同変数（p=0.017）のみ

ならず民族的少数派変数（p=0.048）と外国人

変数（p=0.036）も５パーセントの統計的有意

水準に達した。モデル７で民主主義期間と民主

主義水準を同時に投入しても，後者のみが有意

だった。モデル８で１人当たり実質 GDP変数

をモデル７に追加しても，民主主義期間は有意

でなく，民主主義水準は有意であるという結果

に変わりはなかった。さらに，表３には示さな
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表
３
　
階
層
線
形
モ
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計
結
果

固
定
効
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モ
デ
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デ
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２
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３
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４
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５
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６
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９
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かったが，モデル１に民主主義水準のみを追加

投入したモデルでは，同変数は10パーセント水

準ながら有意な効果を示した（p=0.082）。これ

らの結果を受けて，モデル８から民主主義期間

を落とし，民主主義水準を残したのがモデル９

である。ここでもモデル６と同様に，民族的少

数派変数（p=0.048）と，外国人変数（p=0.020）

は５パーセント水準で有意だった。

さらに，モデル９に個人変数・国別変数の交

差項を加え，モデル説明力（説明された分散パー

センテージ）がもっとも高くなるようにしたの

がモデル10である。モデル10の結果は，（否定

的ステレオタイプの対象となりやすい）外国人が

多いほど，接触効果や脅威効果が強まることを

示している。換言すれば，多数派に属する個人

の民族的寛容意識は，民族的少数派との接触や

民族的少数派からの脅威感に対して，より敏感

に反応する。接触変数と外国人変数の交差項

（p=0.006），および脅威感変数と外国人変数の

交差項（p=0.020）はいずれも充分な有意水準

に達している。このモデルでも，民族的少数派

変数（p=0.038）と外国人変数（p=0.012）は５

パーセント水準で有意だった。なお，接触変数

と民族的少数派市民変数の交差項，および脅威

感変数と民族的少数派市民変数の交差項は，い

ずれも統計的に有意でなかったので，（モデル

10についての前述の説明の通り）これらの交差項

はモデル10には含まれていない。このように最

終モデル（交差項を含まないモデル９および交差

項を含むモデル10）では，本稿の焦点である民

族的多様性の効果についていえば，民族的少数

派市民人口比率が民族的寛容に正の効果を，外

国人人口比率が負の効果を及ぼしているため，

仮説を支持するための厳しい条件である⑴を満

たしたことになる。

一般順序ロジット・モデルは分析結果が従属

変数の順序カテゴリーごとに報告されるため紙

幅を取るので，モデル９に対応する分析結果の

みを表４で報告する。これによれば，個人別，

国別ともにすべての変数の係数の符号は階層線

型モデルによる分析結果（表３）と一例（k =4

のときの社会経済的地位）を除いて同じである。

統計的有意水準についてみると，個人別変数の

うち教育が k =1から k =4までの４つすべての場

合において，また国別変数のうち民族的少数派

人口比と１人当たり実質 GDPが k =1および k 

=2の２つの場合に（注13），それぞれ有意水準に達

していない。このように統計的有意水準は，前

掲結果（表３）と比べて弱いようにみえるが，

その大きな理由は，（階層線型モデルをも含む）

線型モデルだと各独立変数についてひとつの係

数を推定できるのに対し，一般順序ロジット・

モデルだと従属変数の（本稿の場合４つある）

すべてのカテゴリーについて各独立変数の係数

を推計するためにカテゴリー別推計における自

由度が小さくなり，各独立変数の係数が有意水

準に達しにくいことである。このような点を勘

案すれば，従属変数についてより厳密な前提を

置いた一般順序ロジット・モデルによる推計結

果も，前掲の階層線形によるモデル推計結果を

支持しているといえる。

結　論

新興民主主義国において，政治的寛容の対象

となる最大の集団のひとつは民族的少数派に属

する市民である。欧州でも新興民主主義国では

先進民主主義国と異なり，民族的少数派市民の
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人口比は外国人人口比よりはるかに大きい。と

ころで民族的少数派市民は外国人に比べて，民

族的多数派に認知され，否定的ステレオタイプ

化の対象となりにくい。このことからすると，

民族的少数派市民の人口比が大きければ，個人

的接触を促す一方で，社会的脅威感を呼び起こ

しにくいため，寛容が高まると考えられる。本

稿は欧州の新興民主主義16カ国についてのユー

表４　一般順序ロジット・モデル推計結果（N=10978）

独立変数 TOLijを kよりも高くする効果

k =1 k =2 k =3 k =4

接触

脅威感

競合

教育

政治的イデオロギー

性別

年齢

都市居住

社会経済的地位

民族的少数派人口比

外国人人口比

民主主義水準

１人当たり実質GDP

定数項

　0.54＊＊＊

（0.10）

　0.07＊＊

（0.03）

　0.13＊＊＊

（0.03）

　0.06

（0.05）

−0.09＊＊＊

（0.03）

　0.18＊＊＊

（0.03）

−0.00

（0.00）

−0.02

（0.04）

　0.06＊

（0.03）

　0.03

（0.03）

−0.39＊＊

（0.20）

　0.83*

（0.47）

　0.05

（0.05）

−6.00*

（3.45）

　0.54＊＊＊

（0.10）

　0.07＊＊

（0.03）

　0.07＊＊＊

（0.03）

　0.06

（0.05）

−0.09＊＊＊

（0.03）

　0.18＊＊＊

（0.03）

−0.00

（0.00）

−0.02

（0.04）

　0.05＊＊

（0.02）

　0.03

（0.02）

−0.33＊＊

（0.13）

　0.57＊

（0.31）

　0.05

（0.03）

−5.22＊＊

（2.31）

　0.54＊＊＊

（0.10）

　0.07＊＊

（0.03）

　0.04

（0.02）

　0.06

（0.05）

−0.09＊＊＊

（0.03）

　0.18＊＊＊

（0.03）

−0.00

（0.00）

−0.02

（0.04）

　0.02

（0.02）

　0.03＊＊

（0.01）

−0.42＊＊＊

（0.12）

　0.61＊＊

（0.25）

　0.08＊＊＊

（0.02）

−6.55＊＊＊

（1.86）

　0.54＊＊＊

（0.10）

　0.07＊＊

（0.03）

　0.00

（0.03）

　0.06

（0.05）

−0.09＊＊＊

（0.03）

　0.18＊＊＊

（0.03）

−0.00

（0.00）

−0.02

（0.04）

−0.03

（0.03）

　0.05＊＊＊

（0.01）

−0.55＊＊＊

（0.11）

　0.86＊＊＊

（0.28）

　0.08＊＊＊

（0.02）

−9.36＊＊＊

（1.98）

（出所）筆者作成。

（注）数値は一般順序ロジット・モデルの回帰係数。すなわち，従属変数 TOLijの５個の（順

位値が高いものから低いものに並べた）順序カテゴリーのうち k番目のカテゴリーが起
きる確率と k+1番目以上のカテゴリーが起きる確率の比率（オッズ）に及ぼす独立変数
の効果を，kごとに（すなわち合計４回）推計したもの。カッコ内は，クラスター頑強
標準誤差。＊10％水準で有意。＊＊５％水準で有意。＊＊＊１％水準で有意。
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ロバロメーターの個票データと国別マクロデー

タからなるデータセットを階層線形モデルで分

析した。そして，民主主義水準が同じだとする

と，外国人人口比が大きいほど民族的寛容が弱

まるのに対し，民族的少数派市民の人口比が大

きいほど民族的寛容が強まるとの結果を得た。

この知見は，民族的多様性が民族的寛容に及

ぼす影響は，寛容の対象となる民族の種類によ

り異なるという，最近明らかになった知見と整

合的である。ただし，前述の通り，民族的多様

性の民族的寛容への影響は二義的（ないし条件

付き）にすぎない。民族的寛容を一義的に（単

独で）規定しているのは民主主義水準であり，

民族的多様性の効果は民主主義水準を一定にし

た条件下でのみ表れる。民族的少数派市民の人

口比が大きくても，民主主義水準が他国に比べ

て見劣りする国においては高い民族的寛容を期

待できない。民主化が比較的進んでいる欧州新

興民主主義諸国においても，その進展度合いの

差は，民族的少数派に対する寛容の意識に大き

な違いをもたらすといえる。

上記の知見と整合的なもうひとつの知見は，

接触効果（個人的接触が民族的寛容を高める効果）

と脅威効果（民族的少数派が社会に対する脅威で

あるとの認識が民族的寛容を弱める効果）は外国

人人口比率が高いほど大きかったのに対して，

民族的少数派人口比率の影響を受けなかったこ

とである。個人は特定の対象についての情報が

少ない場合に，個人体験（接触）やステレオタ

イプ，社会的言説（脅威感）に依存しがちであ

る。外国人に対する認識において接触や脅威感

の影響力が強いことは，外国人という対象がそ

れだけ異質であることを意味する。この２つめ

の知見は，民族的少数派市民が外国人ほど異質

と認識されていないことの証左である。

なお，本稿の分析における限界は以下の通り

である。第１に，従属変数である民族的寛容の

指標は概念的定義の条件（外集団に対する政治

的権利の付与についての態度）を満たしているも

のの，ひとつの質問項目でしか計測していない

ため，従属変数を充分的確に捉えているかに疑

問を抱かせる。第２に，脅威感の指標が，民族

的少数派を直接の対象とせず，民族・宗教・文

化的調和があるかどうかについての答えである

ため，切迫した脅威感というよりは一般的な不

安感に近いものが測られている。第３に，民族

的少数派データについては入手可能な限り最新

のものを集めたが，２カ国については1990年代

の値を使わざるをえなかった。ただしこのよう

な制約にもかかわらず本稿の仮説が支持された

ことは，新興民主主義諸国における民族的少数

派市民の存在が，排除よりは受容の意識を多数

派に植え付ける効果をより体系的に検証する意

義を示している。

（注１）その大きな理由は，民族的少数派市民

に対する民族的多数派市民の態度を正面から問

う調査が回答者や世論に猜疑心を呼び起こすこ

とにあろう。

（注２）またそれは，Stouffer［1955］が社会

主義者，無神論者，共産主義者などのいわゆる

社会的非協調者に対する態度を測った寛容指標

をより一般化し，改善したものでもある。

（注３）ただし，ヒスパニック移民に対する多

数派の態度はヒスパニック移民が文化的に異質

である，ないしは職をめぐる競争相手であると

認識されるほど否定的になることも報告されて

いる［Zarate et al. 2004］。

（注４）これ以外に権威主義的性格もあるが，

データセットに該当する変数が無いため，分析

に含めなかった。
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（注５）Gibson［1992, 563, fn6］も，「わから

ない」という回答を彼のデータセットに含め，

寛容の５点尺度において３点を与えた。

（注６）2001年（0.4パーセント，Republic of 

Croatia［2011］より）と2008年（0.8パーセント，

European Commission［2012］より）の外国人人

口比率の平均値（0.6パーセント）をもって，

2005年の外国人人口比率の推計値とした。

（注７）これらの国で旧ユーゴスラビア生まれ

の国民が多いことは United Nations［2006］で指

摘されている。

（注８）ここで社会的寛容とは，多様な外集団

を隣人としてどのように感じるかを尺度にして

いる。

（注９）安定的政治制度の度合いは，標準化さ

れた Authorityスコアを用いて測られる。

（注10）推計用のソフトウエアとしては，HLM 

6.1を用いた。

（注11）推計用のソフトウエアとしては，

Williams［2006］が作成した gologit2を用いた。

階層性を反映するためには，係数推定のための

標準誤差として，クラスター頑強標準誤差を用

いた。

（注12）一般順位ロジット・モデルは交差項を

含めることができない。

（注13）これは，民族的寛容度が相対的に大き

い回答者は，民族的少数派市民の人口比や1人当

たり実質 GDPが大きいほどより寛容になるが

（TOLijが３以下よりは４以上に，あるいは４以

下よりは5となる確率を高める），民族的寛容度

が相対的に小さい回答者は，民族的少数派市民

の人口比の影響を受けないことを意味する
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